
(1) 麻生区内学校施設包括管理業務（事業者選定済）

(4) 庁内研修の実施

(3) メールニュースの配信

(2) 民間活用推進方針紹介動画の配信

(1) ロングリスト等の公表

(7) 取組の全体像

(6) 確実な公共サービスの提供のためのモニタリング等に関する基本的な方針

(5) 民間提案及び対話を活用した民間活用の進め方に関する基本的な方針

(4) 地域経済活性化に向けた基本的な方針

(3) 優先的検討に関する基本的な方針

(2) 本市が目指す民間活用(川崎版ＰＰＰ)の基本的な考え方

(1) 方針策定の趣旨等

民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針の活用状況について

「方針策定の目的・意義」や「本市の民間活用の考え方の変遷と今後の民間活用」を整理

「民間」を従来からの連携パートナーである民間企業のみならず、ＮＰＯ法人や自治会等を含む
「多様な主体」として改めて捉え直し、あらゆる施策分野で基本姿勢に基づき民間活用を図ってい
くことを明記

１ 方針の概要

国の示す「優先的検討指針」を踏まえ、庁内の意思決定を経る実効性のある手続を行うため、
「施設整備・管理運営事業」及び「100㎡以上の公有財産利活用事業」について、原則すべて優先
的検討の対象とする「優先的検討プロセスによる検討」を規定

民間活用事業の実施にあたり、市内事業者を積極的に活用することを基本姿勢とした、地域経済
活性化に向けた主な取組を規定

民間独自の創意工夫やノウハウ及びアイデアによる事業の発案をより一層促し、様々な民間活用
の適用につなげるための、民間提案制度を規定

サービスの質、安全性（継続性）の確保や、次期事業等に向けた必要な見直しを行うため、モニ
タリング等の実施について規定

２ 川崎市における民間活用の周知等に向けた取組

本市が民間活用を図る可能性のある事業等を早い段階から周知し、民間事業者の事業参画に向け
た準備等を進めることなどを目的に、事業の進捗に応じて、ロングリスト（26事業）・ショートリ
スト（5事業）・発注リスト（6事業）を公表・更新（令和6年2月末時点）

日本PFI・PPP協会と連携し、「日本PFI・PPP協会スマート・
ムービー」に本方針の紹介動画を公開。また、「川崎市チャン
ネル（YouTube）」にて、本方針紹介動画（【総論編】【各論編
１・２】）を公開
（令和6年2月末時点 総再生回数1,500回以上）

サウンディング調査の実施やプラットフォームの開催など、民間活用に関する情報をメール
ニュースとして配信（令和6年2月末時点・方針策定後、107件配信。登録者数740名）

※内1回は外部講師（株式会社日比谷花壇 地域創生事業統括部
執行役員本部長／一般社団法人指定管理者協会 事務局長
道越勇夫氏）による講演 【外部講師による講演】

市職員の意識醸成に向け、民間活用の基礎・実践、民間事業
者との対話、民間提案制度などについて庁内研修を実施
（令和5年度 4回実施）

本市では、市立小中学校（以下「学校施設」という。）の維持管理業務や修繕業務等を、教育委
員会事務局において、施設・グループごと・業務ごとに管理し、実施している。しかしながら、施
設・グループごとに発注することによる維持管理水準のばらつきや技術職員の不足、膨大な事務手
続き等が課題となっている。

そこで、麻生区内の学
校施設を対象として試行
的に包括管理を導入し、
民間のノウハウを活用し
て学校施設の安全・安心
を確保しながら、効果的
かつ効率的に維持管理を
行うこととした。

今後、この試行実施を
通じて従来の課題解決の
検証を行った上で、将来
の全市展開も見据えた検
討を予定している。

３ 優先的検討プロセス等による検討

ア 事業方式等概要
事業方式 包括管理委託方式（複数の施設の維持管理を包括的に実施）

対象施設 麻生区内市立小学校16校及び中学校8校の計24校（内2校は小中合築校）

対象業務

施設マネジメント業務 全体のマネジメント、巡回点検、軽微な補修対応等

維持管理業務
保守点検（消防設備、エレベータ等）、清掃（トイレ、
窓ガラス等）、その他（樹木剪定等）

修繕業務 発注・工事監理・支払業務 ※250万円以下の修繕が対象

イ 選定等の経過
令和5年 5月：公募開始

7月：施設見学会
8月：提案書受付期限 ⇒ ヒアリング審査 ⇒ 優先交渉権者の決定

11月：契約締結
令和6年 1月：事業者説明会

ウ 事業者選定結果等
募集方式等 公募型プロポーザル （5グループが応募）

審議機関 川崎市教育委員会事務局民間活用事業者選定評価委員会（包括管理業務部会）

選定事業者
代表事業者 和光産業株式会社

※

構成事業者 株式会社ハリマビステム、綜合警備保障株式会社 川崎支社

令和5年度中に事業者選定を行った事業、発注リストに掲載した事業（詳細な検討を行った事業）、
ショートリストに掲載した事業（簡易検討を行った事業）等を抜粋
※選定事業者の

※
は市内企業

エ 業務期間及び落札金額
業務期間：3年間（令和6年4月1日～令和9年3月31日）
契約金額：756,336,000円（税込）
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(2) 川崎市立小中学校空調設備更新整備等事業（事業者選定済）
本市では、平成20年度から21年度までにかけて、小学校及び聾学校

90校の普通教室へPFI 手法で、中学校41校の普通教室へ直接施工で、
空調設備を一斉整備し、全ての普通教室へ空調設備の整備を完了した。
併せて、「学校施設長期保全計画」に基づく改修を行い、空調設備が
未設置だった特別教室への空調設備の設置や更新時期を迎えた管理諸
室の空調設備の更新整備を順次進めてきた。こうして整備してきた空
調設備の多くは設置から10年以上が経過し、更新時期を迎えている。

本事業は、川崎市立学校の教室等における空調設備等の効率的・効
果的な更新及び新設等並びに維持管理等を行い、夏季及び冬季の室温
を適切に保つことによる児童生徒への望ましい学習環境の提供ととも
に、総事業費の縮減への寄与を目的としてＰＦＩ手法を導入し、民間
事業者の技術的知見・能力を最大限活用することとした。

ア 事業方式等概要

事業方式
ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式 [サービス購入型]
※ＶＦＭ：特定事業選定時9.8％、事業者選定時21.3％

対象施設 市立小中学校154校の普通教室、特別教室、管理諸室

対象業務 設計業務、施工業務、維持管理業務等（154校のうち29校は維持管理のみ実施）

イ 選定等の経過
令和5年 5月：入札公告

9月：提案書類の締切
10月：審査・事業者ヒアリング
11月：落札者決定

令和6年 3月：契約議案の議決

ウ 事業者選定結果等

エ 事業期間及び落札金額
事業期間：約17年間（契約締結～令和23年3月31日）
落札金額：23,994,264,122円（消費税及び地方消費税を含まない。）

募集方式等 総合評価一般競争入札 （2グループが応募）

審議機関
川崎市教育委員会事務局民間活用事業者選定評価委員会
（川崎市立小中学校空調設備更新整備等事業事業者選定部会）

選定事業者

代表企業 株式会社関電エネルギーソリューション

構成員
株式会社東海テック、株式会社研空社

※
、株式会社アップ総合企画

※
、

正和工業株式会社、株式会社桂設計、
三菱電機ビルソリューションズ株式会社

現在の設置状況（室内）

現在の設置状況(屋外配管)

(3) 丸子橋河川敷有効活用事業（事業者選定済）
本市では、平成28年3月に策定した「川崎市新多摩川プラン」を踏まえ、川崎のシンボルである

「ふるさとの川・多摩川」の歴史的・文化的資源、そして環境資源を最大限に活かしたにぎわいの
場（憩い・遊び・学ぶ）の創出に取り組んでいる。

このうち、丸子橋河川敷周辺には多くの人がバーベキューに訪れ、ゴ
ミの不法投棄や騒音等が生じていたため、令和2年度から令和5年度まで
にかけて、社会実験としてバーベキュー利用の禁止を行うとともに、多
様な市民ニーズに対応した新たな利活用に向けて、事業者によるイベン
ト等を実施し、地域のにぎわいの創出やイベント等を通して、ゴミの投
棄などの課題改善に取り組んできた。

本事業は、これらの社会実験成果を踏まえ、多摩川丸子橋河川敷にお
けるにぎわい創出の取組を一層継続し、水辺空間の利活用を一層推進す
ることにより、継続的な賑わいの創出、地域連携や地域活性化に寄与す
ることを目的とし、河川空間のオープン化の手法を導入し、民間事業者
のノウハウを活用したにぎわいの創出を図ることとした。

ア 事業方式等概要
事業方式 河川空間のオープン化（民間事業者等の営業活動が可能となる河川占用許可）

対象施設 多摩川丸子橋河川敷

敷地 約82,000㎡(事業範囲は提案による、既に利用に供されている広場の一部は活用不可期間あり)

役割分担

市
①事業総括、②河川法に基づく一時占用による公有財産の提供、
③関係管理者（河川・公園・橋梁管理者その他占用者）との調整
④広報等による支援、効果・課題等への検証 など

事業者

①事業運営(利用手続、料金徴収、苦情対応、広場予約、使用料支払い等)
②敷地及び設置する施設・設備を含めた維持管理
③一般のバーベキューの利用禁止やゴミの投棄や騒音等の地域課題解決、にぎ
わい創出に向けた取組の周知・広報・利用率向上に向けた取組
④事業対象区域や周辺の日常清掃や処分、⑤各種データの本市への提供 など

イ 選定等の経過

ウ 事業者選定結果・提案概要等
募集方式等 公募型プロポーザル （３グループが応募）

審議機関 川崎市建設緑政局民間事業者選定評価委員会（多摩川緑地部会）

選定事業者
と提案概要

多摩川緑地バーベキュー
広場共同事業体
代表企業:太平洋總業サービス(株)

※

構成企業:(株)サンワックス

バーベキュー事業等
主な実施場所：図①②、主な実施予定：土日祝(4～11月頃)

各種イベント等
主な実施場所：図③④⑥、主な実施予定：土日祝

キッチンカー事業等
主な実施場所：図⑨、主な実施予定：土日祝

株式会社 湘南台自動車学校
高齢者教習等
主な実施場所：図⑦、主な実施予定：平日

株式会社 OCTA CREATION
焚火事業・キャンプ事業等
主な実施場所：図①④⑥、主な実施予定：金土日祝

エ 事業期間
事業期間：約3年間（令和6年4月頃～令和9年3月頃）

オ 提案概要等
・省エネ性能に優れたハイグレード機種の採用及びデマンドコントロール機能の導入により、

エネルギーコスト削減に寄与
・遠隔監視システムの導入によるデータ計測及び予防保全の実施による快適な室内環境の提供

と省エネルギーの運用に関する助言
・データに基づく分析及び運用の改善策立案を行い、エネルギー使用量の削減により、市と一

丸となって環境負荷低減に対応
・児童生徒への望ましい学習環境の提供と総事業費の縮減
・地元企業が構成企業として参画し、整備対象１２５校の約６割（８０校）を請負。下請企業

の市内割合は約９割。
・川崎市空調衛生工業会や川崎市電設工業会をはじめとする市内企業との連携

社会実験の様子
(ふわふわタマランド)

社会実験の様子(映画上映)

令和5年10月：公募開始
12月：提案書類の締切

令和6年 2月：ヒアリング審査 ⇒ 優先交渉権者の決定
3月：協定締結

図



(4) 堤根余熱利用市民施設整備事業（入札公告済み） (5) 川崎市中央卸売市場北部市場機能更新（詳細な検討を実施）

ア 事業方式等概要
事業方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式 [サービス購入型] ・ 定期借地

対象施設 川崎市中央卸売市場北部市場

事業期間
ＰＦＩ：約32年間（調査・設計等4年 + 工事8年 + 維持管理20年）
定期借地（余剰地活用）：50年間
※基本計画で示すモデルケースの場合

敷地面積 168,587㎡

整備予定
施設の
概要

売場（3部門) 青果部:23,700㎡程度、水産物部:10,100㎡程度、花き部:1,900㎡程度

関連商品売場 8,100㎡程度

その他
管理事務所:5,300㎡程度、冷蔵・冷凍施設:10,500㎡程度、
駐車場:39,000㎡程度（1,600台程度）

余剰地面積
60,000㎡程度
※基本計画で示すモデルケースの場合

対象業務 設計業務、施工業務、維持管理業務、余剰地活用（市場機能連携エリア）

イ スケジュール（予定）
令和６年度の「事業者公募開始」に向けて調整中

現状

モデルケース（※）

※基本計画で示すモデルケースの場合（事業者からの提案を踏まえて決定予定）

ア 事業方式等概要

事業方式
ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式 [混合型]
※Ｏperate：指定管理者制度 ※ＶＦＭ：特定事業選定時4.09％

対象施設 堤根余熱利用市民施設

事業期間
約19年間

施設整備・開業準備：契約締結～令和11年3月（4年）
維持管理運営：令和11年4月～令和26年3月（15年）

敷地面積 5,575.76㎡

整備予定施設
の概要

温水プール機能：1,200㎡程度、トレーニング機能：400㎡程度、
コミュニティ機能：340㎡程度、管理運営機能ほか：適宜

対象業務 設計業務、施工業務、維持管理運営業務

イ 事業者選定等のスケジュール
令和6年 3月：入札公告

8月：提案書類の締切
10月：審査・事業者ヒアリング ⇒ 落札者決定

令和7年 3月：契約議案の議決

ウ 対話による民間事業者からの主な意見の反映状況

JR東海道本線
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建設企業に対し「平成21年４月１日以降の25ｍ以上の屋内温水プール施設の施工実績、又は
延床面積2,700㎡以上の公共施設の整備の施工実績」を求める想定を、設計企業、工事監理企
業に「25m以上の屋内温水プールの実績」を求めることを踏まえ、市が求める要求水準の確保
は可能と考え、市内事業者の参加を促進するため、「25m以上の屋内温水プール施設の施工実
績」の条件を削除した。

(ｱ) 入札参加資格要件

事業スケジュールや利用料金設定、営業時間、堤根処理センター建設中におけるボイラ使用
等については、市の考えが妥当であると確認。物価変動などの懸念については入札公告時に具
体的な内容を示すこととした。

(ｲ) その他

ヨネッティー堤根（余熱利用温水プール）は、令和5年4月時点で築42年が経過し施設の老朽化が
顕著になってきており、施設機能の維持、保全や修繕等の施設管理の問題が生じている。また、余
熱の供給元である堤根処理センターについても、築44年が経過しており、施設の老朽化が顕著に
なっていることから、新橘処理センターが完成する令和5年度末に稼働を停止し、建替工事を実施
する予定となっている。

堤根処理センターの再稼働予定の令和17年度まで
（約11年間）は余熱利用ができない状況であること
から、堤根処理センター建替中の余熱利用市民施設
の運営の継続等を踏まえ、本施設のあり方を整理
することとし、令和5年5月に策定した「川崎市堤根
余熱利用市民施設整備基本計画」において、ヨネッ
ティー堤根をＰＦＩ（ＢＴＯ）方式で整備すること
とした。

北部市場は開場から41年が経過しており、施設老朽化への対応や社会経済環境の変化に対応した
機能強化を図るため、全体的な機能の更新（再整備）を必要としていることに加え、厳しい市の財
政状況にあることを踏まえ、機能更新を契機とした持続可能な運営構造への転換が求められている。

それらを踏まえ、令和6年3月に「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画」を策定
し、卸売市場として必要な機能・規模、施設整備、土地活用及び事業手法の考え方など、機能更新
の基本的な考え方を取りまとめた上で、整備手法をＰＦＩ方式・余剰地活用の一体的発注とした。

完成イメージ図

北側



(7) 高津区保育・子育て総合支援センター整備事業（詳細な検討を実施）(6) 登戸２号街区公園の魅力向上に向けたPark-PFI事業（詳細な検討を実施）

ア 事業方式等概要

登戸駅、向ヶ丘遊園駅周辺地区の急激な人口増加による生活環境の悪化の改善等を図るため、昭
和63年から土地区画整理事業を推進しており、住民のリクリエーション、憩いの場として街区公園
を新設整備することとした。

公園の整備に向けては、令和2年度から地域と協働で検討を進め、令和3年8月に「登戸土地区画
整理事業公園基本計画」を策定し、「若者をはじめ、子どもからお年寄りまで多様に使えること」
や、「地域の特徴を活かすこと」などを大事にしたいポイントとして位置付けた。

また、カフェや集会所などの地域ニーズなども踏まえ、公募設置管理制度（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ）
により、当該公園の維持管理水準や利便性を高め、さらなる魅力向上に取り組むこととした。

イ スケジュール（予定）
令和6年 3月：公募開始

5月：事業提案書の受付締切
7月：提案審査
8月：基本協定締結
9月：公募対象公園施設及び特定公園施設の設計・工事に着手

令和7年 7月：公園・施設の供用開始

事業方式 Ｐａｒｋ－ＰＦＩ

対象施設 登戸２号街区公園（新設整備）

事業期間 最大20年間（設置管理許可の更新申請がなかった場合は10年）

公園面積 約2,500㎡

提案要件
の概要

必須提案

・公募対象公園施設（収益施設）の整備・管理運営
・特定公園施設（ベンチ・テーブル）の整備・維持管理
・公募対象公園施設内に当該施設利用者以外でも利用可能なトイレの

設置及び地域交流スペースの導入
・津久井道などの地域固有の歴史文化を感じさせる展示パネルの設置
・管理運営協議会等と連携した公園全体の見回り・ゴミ拾い等の

清掃・美化活動

任意提案
・地域のイベント時の電源貸し出し等のサポートなど
・草刈り・除草、樹木の剪定（※実施範囲の提案も含む）

Park-PFIを踏まえた登戸２号街区公園基本設計図

高津区にある津田山保育園について、老朽化した園
舎を改善するための建替えを検討するとともに、地域
の子育て支援拠点「地域子育て支援センター」や各種
講座・保育関係職員の研修のためのスペース等を併設
した「（仮称）高津区保育・子育て総合支援セン
ター」として、令和9年夏頃の開設を目指した再整備
に向け、効率的・効果的な施設整備手法や財政負担の
軽減を図ることのできる事業手法等を検討した。

サウンディング調査において、様々な提案をいただ
いたが、提案内容について諸条件を整理した結果、規
模が小さく、また、市直営の施設であることから、民
間活力の導入効果が見込めないと判断し、本事業は
「従来方式」を採用することとした。

ア 整備手法等概要
事業方式 従来方式

対象施設 （仮称）高津区保育・子育て総合支援センター

敷地面積 約1,400㎡

施設規模
と機能

延床面積：1,850㎡程度、園庭：370㎡程度
(1・2階：保育園、3階：支援センター)

イ スケジュール（予定）
令和６年度の実施設計に向けて調整中

現在の津田山保育園

(8) 社会教育施設再整備事業（幸市民館・図書館の改修） （簡易な検討を実施）
幸市民館・図書館は幸区役所等と同一敷地内

に位置している。1980年の竣工から40年以上経
過し、施設全体の老朽化、バリアフリー面や特
定天井等の課題を抱えていることから、改修工
事の実施に向け、効果的な事業手法や民間活用
の可能性等を検討した。

民間事業者との対話の結果、改修であること
や事業規模が小さいことなどから、民間活力の
導入効果が見込めないと判断し、本事業は「従
来方式」を採用することとした。

ア 整備手法等概要
事業方式 従来方式

対象施設 幸市民館・図書館

敷地面積 約6,400㎡

施設規模
と機能

延床面積：6,000㎡程度
（市民館(ホール、会議室、音楽室、体育室、
料理室など)、図書館）

イ スケジュール（予定）
令和６年度の実施設計に向けて調整中

現在の幸市民館・図書館



４ 民間提案に関する取組

ア 募集概要
本市では、市内53か所の地域子育て支援センター等において、地域に向けた子育て支援のイベ

ント等を開催している。
これらの実施について、全市的な広報としては、現在は「かわさき子育てアプリ」（電子母子

手帳）を活用しているが、情報共有機能が十分でないことから、広報の中心は各施設が独自で作
成するチラシやＳＮＳ等になっており、地域での認知度について施設ごとに大きな差が生じてい
る。また、イベントの予約管理については、各施設で紙台帳を使用した電話予約や独自に予約管
理サイトを作成する等、統一的な運用がされていないため、利用者の利便性に差があり、また、
運営側職員の負担も大きなものとなってる。

こうした現状等を踏まえ、課題解決のための新たなシステムの運用に向けた実証実験を行うも
の。

イ 募集期間
令和5年8月10日～令和5年9月11日

(1) 地域の子育て支援イベント等のさらなる利用に向けた新たな広報・予約システムの実証実験（テーマ型）

自由発案方式
（フリー型）

テーマを問わず、民間からの自由な民間活用事業の提案やアイディア等を
受け付ける

提案募集方式
（テーマ型）

事業所管課がテーマを提示し、民間活用事業の提案やアイディア等を
受け付ける

【方式】

① 対象要件
質の高い行政サービスの提供、社会的課題・地域課題の解決、事務の改善・
効率化など、本市が抱える課題の解決に資する提案であること

② 財政要件
本市に新たな財政負担が生じないこと
※本市に財政的効果をもたらす場合は、本市の財政支出を伴う提案も可

③ 公益要件 提案者及び提案内容が、公平性・公益性等の観点から妥当であること

【受付の要件】

ウ 募集結果
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
（２事業者が応募し、１事業者を選考）

オ 実施概要（市と事業者の役割分担）

市
・イベントの登録
・イベントの予約管理
・実証実験の実施に関する広報

事業者

・システムの維持管理・運用 (２～３の地域
子育て支援センターで実施調整)

・本市職員に対するシステムの使用方法等に
関する研修の実施

・システム利用に関する情報提供（利用者数
や閲覧数など）

・システム活用による分析・結果報告

エ 実施期間
令和5年11月1日（協定締結日）～令和6年3月31日

(2) 電気自動車の普及に向けた公共施設への充電器の設置・運用及び普及促進に関する実証実験（テーマ型）

ア 募集概要
本市では市域における電気自動車（EV）等の普及を目指し、共同住宅に充電器を設置する際の

補助金の交付や充電器の償却資産に関する固定資産税の減免など、充電インフラの充実に向けた
取組を行っている。国においても、2035年までに乗用車の新車販売を電動車のみとするとし、充
電設備については、2030年までに全国で現在の約3万基から30万口とする目標を掲げているとと
もに、車両及び充電器に係る補助の拡大や、各自動車メーカーから続々とEVが販売されるなど、
普及に向けた環境は整いつつある。

これらの状況を踏まえ、民間事業者の活力を活用して公共施設へ充電器を設置し、稼働率や決
済方法等の検証を行うとともに、市域における充電インフラの充実に向けたアイデアを募り、EV
の普及を後押しするために実証実験を行うもの。

イ 募集期間
令和5年11月6日～令和5年12月1日

ウ 募集結果
Terra Charge 株式会社（１事業者が応募）

オ 実施概要（市と事業者の役割分担）

市

・実証実験の総括
・設置場所の提供
・実施場所の使用の許可等の手続き
・設置する公共施設との調整
・実証実験の実施に関する広報

事業者
・公共施設への充電器の設置及び運用
・充電器の運用データの検証及び今後の取組の提案
・普及促進等における市と連携した取組

EV充電（イメージ写真）

５ 民間事業者との対話に関する取組

案件名
参加事業者数
（個別対話）

実施期間

学校施設有効活用事業への予約システム等の導入 ５事業者 令和5年7月20日～28日

登戸２号街区公園の魅力向上に向けたPark-PFI導入 ２事業者 令和5年7月14日～21日

（仮称）高津区保育・子育て総合支援センター
（第２回）

４事業者 令和5年8月22日～23日

大師地区複合施設・田島地区複合施設整備等事業
（３回目）

１１事業者 令和5年8月21日～24日

大師地区複合施設・田島地区複合施設（市民利用機
能）管理運営業務

８事業者 令和6年1月25日～31日

(1) サウンディング調査

(2) 意見交換会
「６ ＰＰＰプラットフォームに関する取組」参照

エ 実施期間
令和6年3月5日（協定締結日）～令和13年3月31日

かわさき子育てアプリ
から施設予約ページに
いくことが可能に

ジモイク川崎（広報予約Webアプリ）



第5回
（稲田公園の再整備）

(1) 意見交換会

６ ＰＰＰプラットフォームに関する取組

案件名
参加事業者数
（個別対話）

実施期間

川崎市堤根余熱利用市民施設整備事業における民間活
力の導入

１９事業者
【第1回】
7月26日、27日、28日、
8月1日かわさきTEKTEK（健康ポイント事業） ４事業者

幸市民館・図書館の改修に向けた民間活用の導入 ９事業者

【第2回】
8月29日、30日、31日多摩川河川敷駐車場における民間活力の導入 ５事業者

(1)中原市民館(2)高津市民館・高津市民館橘分館・高
津図書館橘分館への指定管理者制度の導入について

１６事業者

【第3回】
11月27日、28日、29日

地域療育センターの管理運営業務 ３事業者

下水道管理公舎（用地）等の有効活用策の検討 １事業者

消防出張所における整備手法の検討 ４事業者

新川崎・創造のもりの機能更新に向けた民間活用の導
入について

５事業者 【第4回】
2月21日、26日

生田緑地ばら苑の再編整備 ４事業者

【第5回】
3月11日、12日稲田公園の再整備事業 ９事業者

案件名 対話方法 実施期間

川崎市中央卸売市場北部市場機能更新における民間活
力の導入

個別対話 【第6回】
3月28日、29日

【実施予定】

第3回
（中原市民館の現地見学会）

第2回
（幸市民館・図書館の現地見学会）

第1回
（堤根余熱利用市民施設整備事業）

第4回
（新川崎・創造のもりの現地見学会）

(2) 勉強会

ア 開催概要
(ｱ) 開催日時

令和6年1月22日（月）18時00分～20時00分
(ｲ) 開催方法

オンライン開催（Zoomウェビナー）
(ｳ) 対象

市内に本店がある事業者及び川崎市職員
(ｴ) プログラム

オリエン
テーション

川崎市ＰＰＰプラットフォームの概要等

説明：川崎市総務企画局行政改革マネジメント推進室
▶ 設置の経緯、体制図、取組方針、プラットフォームからの情報発信など

講義

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業参画のための基礎的なノウハウ

講師：鳥生 真紗子（株式会社日本経済研究所 主任研究員）

（第１部）
◆ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の基礎知識と手続き
▶ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の基礎知識
▶ ＰＰＰ／ＰＦＩに地域企業が参画することのメリット
▶ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の手続き

（第２部）
◆募集要項・提案書作成のポイント
▶ 募集要項・提案書等作成のポイント（行政・民間共通）
▶ 募集要項を作成する際のポイント（行政の視点）
▶ 提案書を作成する際のポイント（事業者の視点）

イ 申込者数
61名

講義の様子

ウ アンケートの主な意見
・今後の公共工事の整備、行政サービスの具体的な施策内容がわかりよかった。民間事業者とし

て心得ておかなければならない事柄を知ることができた。
・コンサルという、事業者と自治体の中間の存在の方の講義だったため、両者の考え方も知るこ

とができ参考になった。講義自体もわかりやすく、聞きやすかった。
・提案に関する流れや評価を高めるポイントを資料を交えてわかりやすく説明いただけた。



(3) セミナー
ア 開催概要
(ｱ) 開催日時

令和6年3月19日（火）13時10分～17時00分
(ｲ) 開催方法

現地開催（川崎市役所本庁舎２階ホール）、オンラインLIVE配信（Zoomウェビナー）
(ｳ) 対象

市内外の民間事業者
(ｴ) テーマ

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業における地域企業の参画に向けて
(ｵ) プログラム

第１部

１ 主催者挨拶
▶ 伊藤 弘 （川崎市副市長）

２ 基調講演（PPP/PFIの最新動向について）
▶ 西野 雄一（内閣府民間資金等活用事業推進室）

３ 講演（橘公園の魅力向上に向けたＰａｒｋ－ＰＦＩ事業について）
▶ 藤木 俊大（合同会社ピークスタジオ一級建築士事務所共同代表）

第２部

４ パネルディスカッション
（地域との連携の推進〜総合自治会館跡地等活用事業を通じて〜）
【パネリスト】

▶ 川崎 一泰（中央大学総合政策学部教授）
▶ 橿渕 雅人（東レ建設株式会社東京本店事業創成部長）
▶ 町井 和幸（川崎市まちづくり局拠点整備推進室担当課長）

【コーディネーター】
▶ 金谷 隆正（東洋大学大学院公民連携専攻客員教授）

５ 市の事業紹介
▶ 市制100周年記念事業・全国都市緑化かわさきフェア（総務企画局･建設緑政局)
▶ 中央卸売市場北部市場機能更新事業（経済労働局）
▶ 堤根余熱利用市民施設整備事業（環境局）

交流会・名刺交換会

イ 申込者数
115名

(1) スポーツ・文化複合施設整備等事業（中間評価を実施）
令和９年度末に事業終了を予定して

いるが、平成29年度の運営開始から概
ね５か年が経過したため、川崎市民間
活用推進方針に基づき中間的な検証を
行い、「川崎市川崎区民間活用事業者
選定評価委員会」の審議を経て取りま
とめたもの。

７ 評価に関する取組

ア 事業概要等

事業方式
ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式 [混合型]
※Ｏperate：指定管理者制度
※ＶＦＭ：特定事業選定時11.9％、事業者選定時16.0％

対象施設
川崎市スポーツ・文化総合センター（カルッツかわさき）
（敷地面積：13,230㎡ 延床面積：25,423㎡）

施設機能

スポーツ施設 大体育室、小体育室、武道室、トレーニング室、弓道場 など

文化施設 ホール、アクトスタジオ、音楽練習室、楽屋 など

共用施設等 会議室 など

業務内容 設計業務、施工業務、維持管理運営業務

事業者

（ＳＰＣ） 株式会社アクサス川崎

代表企業 鹿島建設株式会社

構成企業
オリックス・ファシリティーズ株式会社、住友不動産エスフォルタ株式
会社、株式会社コンベンションリンケージ、株式会社プレルーディオ

事業期間 約14年間（平成26年3月28日～令和10年3月31日） ※開館日：平成29年10月1日

契約金額 18,127,552,190円（当初） 18,274,583,916円（令和5年4月１日時点）

スポーツ・文化複合施設整備等事業は、
川崎市体育館及び教育文化会館大ホールの
老朽化に対応するため、体育館とホールの
複合機能を持った施設を整備し、スポーツ
や文化・レクリエーション活動の拠点機能の強化を図るものであり、施設に係る設計・建
設・維持管理・運営業務を包括的に発注することで、民間のノウハウを活用し、サービス向
上、経費削減、財政負担の平準化等を目指し、ＰＦＩ事業として実施したもの。

イ 評価結果
(ｱ) 事業としての評価

「スポーツや文化・レクリエーション活動の拠点機能の強化を図る」という本事業の目的
は概ね果たされており、利用者の増加や利用者アンケートの満足度が高い点からも、多様な
ニーズに対応した施設運営ができていると評価できる。また、安全面においても適切な対応
がされている。

(ｲ) 手法としての評価
ＰＦＩ手法を導入したことにより、施設の設計と維持管理・運営の両面での効果や市の財

政負担の縮減など、多方面の効果があった。

(ｳ) 施設としての評価
要求水準書に沿った維持管理・修繕が適切に行われている。

外観
ホール客席

大体育室弓道場

事業・手法・施設のいずれの視点においても一定の効果が発現していることから、中間評価
としては本事業をＰＦＩ（ＢＴＯ）事業としたことは適切であったと考え、今後は維持管理の
状況も見極めながら、事業終了後の適切な整備・管理運営手法の検討を進めていくこととした。

ウ 中間評価のまとめ

基調講演 講演

パネルディスカッション



ア 日本計画行政学会計画賞の概要
日本計画行政学会計画賞は、計画行政に関する学問体系の確立に資することを目的とし

て設立された「日本計画行政学会」において、様々な計画の中から優れたものを発掘し、
隔年で表彰する制度として平成７（1995）年度に創設されたもの。

(1) 民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針が第20回日本計画行政学会計画賞（優秀賞）を受賞
８ その他

イ 計画名
民間活用（川崎版ＰＰＰ）推進方針

主催 一般社団法人 日本計画行政学会

後援

内閣府、総務省、国土交通省、全国知事会、全国市長会、全国町村会、
(一財)地域活性化センター、(一社)日本経済団体連合会、日本商工会議所、
日本放送協会(ＮＨＫ)、(株)日本経済新聞社、(株)読売新聞社、(一社)共同通信社、
(株)時事通信社、(株)毎日新聞社

オ 受賞理由
地域経済活性化や民間提案、民間との対話などについて、ルールが明確に規定されていてシス

テマティックに運用されている点、また、そのことにより、複数の民間活用事業が実施され、か
つ、市内事業者が参画していて着実に成果をあげている点などが評価された。

エ 審査過程等

優秀賞（令和6年2月22日受賞）

川崎市職員によるプレゼンテーション

ウ 受賞名

公募により集められた計画を対象に、60名
を超える学会員による予備審査と各界を代表
する審査員による最終審査の2段階審査方式に
より賞が決定。

今回は、応募の中から予備審査(書類審査)
を通過した7件について、2月22日に都内で開
催された最終審査会でのプレゼンテーション
により審査が実施され、最優秀賞、優秀賞
（３市）、入賞の各賞が決定。


